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条例  
 

 

 甲府市過疎対策のための固定資産税の免除に関する条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

  令和３年１２月２４日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第２８号 

   甲府市過疎対策のための固定資産税の免除に関する条例の一部を改正する条 

   例 

 甲府市過疎対策のための固定資産税の免除に関する条例（平成１７年１２月条例 

第５４号）の一部を次のように改正する。 

第１条及び第２条を次のように改める。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年 

 法律第１９号。以下「法」という。）第８条第１項に規定する過疎地域持続的発 

 展市町村計画であって本市が定めるもの（以下「持続的発展計画」という。）に 

 記載された産業振興促進区域（同条第４項第１号に規定する産業振興促進区域を 

 いう。以下同じ。）内において持続的発展計画において振興すべき業種として定 

 められた製造業、情報サービス業等、農林水産物等販売業（法第２３条に規定す 

 る農林水産物等販売業をいう。以下同じ。）又は旅館業（下宿営業を除く。以下 

 同じ。）の用に供する設備の取得等（取得又は製作若しくは建設をいい、建物及 

 びその附属設備にあっては改修（増築、改築、修繕又は模様替をいう。）のため 

 の工事による取得又は建設を含む。以下同じ。）をした者に係る固定資産税の課 

 税免除に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （課税免除） 
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第２条 市長は、令和３年４月１日から令和６年３月３１日までの間に、持続的発 

 展計画に記載された産業振興促進区域内において、持続的発展計画において振興 

 すべき業種として定められた租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第１２ 

 条第３項の表の第１号の中欄又は第４５条第２項の表の第１号の中欄に掲げる事 

 業の用に供する設備で同法第１２条第３項の表の第１号の下欄又は第４５条第２ 

 項の表の第１号の下欄の規定の適用を受けるものであって、取得価額の合計額が 

 次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める額以上のもの（以下「特 

別償却設備」という。）の取得等（租税特別措置法施行令（昭和３２年政令第 

 ４３号）第２８条の９第１０項に規定する資本金の額等（以下「資本金の額等」 

 という。）が５，０００万円を超える法人が行うものにあっては、新設又は増設 

 に限る。）をした者について、当該特別償却設備である家屋及び償却資産並びに 

当該家屋の敷地である土地（令和３年４月１日以後において取得したものに限 

 り、かつ、土地については、その取得の日の翌日から起算して１年以内に当該土 

 地を敷地とする当該家屋の建設の着手があった場合における当該土地に限る。） 

 に対して課する固定資産税について最初に課すべきこととなる年度以降３年度分 

 に限り免除するものとする。 

 ⑴ 製造業又は旅館業 ５００万円（資本金の額等が５，０００万円を超え１億 

  円以下である法人が行うものにあっては１，０００万円とし、資本金の額等が 

  １億円を超える法人が行うものにあっては２，０００万円とする。） 

 ⑵ 情報サービス業等又は農林水産物等販売業 ５００万円 

第３条各号列記以外の部分中「取得」を「取得等をした」に改め、同条第１号中

「取得時期」を「取得等の時期」に、「取得価額」を「取得等の価額」に改める。 

  附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 令和３年３月３１日以前にこの条例による改正前の甲府市過疎対策のための固 

 定資産税の免除に関する条例第２条に規定する特別償却設備を新設し、又は増設 

 した者に係る固定資産税の課税免除については、なお従前の例による。 
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 甲府市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例をここに公布する。 

  令和３年１２月２４日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第２９号 

甲府市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例 

 甲府市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成３０年１２ 

月条例第５５号）の一部を次のように改正する。 

第２８条第１項第４号ア中「児童福祉事業」を「相談援助業務（法第１３条第３

項第２号に規定する相談援助業務をいう。以下同じ。）」に、「児童福祉に関する

事務」を「相談援助業務」に改め、同号イ中「社会福祉事業」を「相談援助業務」

に改める。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に母子生活支援施設の長として勤務している者について 

は、この条例による改正後の甲府市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を

定める条例に規定する母子生活支援施設の長として勤務している者とみなす。 

 

 

 

 

 

 

- 5 -



 

 甲府市幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年１２月２４日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第３０号 

甲府市幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例 

甲府市幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

３０年１２月条例第５７号）の一部を次のように改正する。 

附則中第１１項を第１２項とし、第５項から第１０項までを１項ずつ繰り下げ、

第４項の次に次の１項を加える。 

５ 令和２年４月１日から令和７年３月３１日までの間は、副園長又は教頭を置く 

幼保連携型認定こども園についての第６条第３項の規定の適用については、同項

の表備考第１号中「かつ、」とあるのは、「又は」とする。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の甲府市幼保連携型認

定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例の規定は、令和２年４月１日

から適用する。 
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 甲府市国民健康保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年１２月２４日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第３１号 

   甲府市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 甲府市国民健康保険条例（昭和３４年３月条例第９号）の一部を次のように改正 

する。 

 第５条中「４０万４，０００円」を「４０万８，０００円」に改める。 

   附 則 

１ この条例は、令和４年１月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の第５条の規定は、この条例の施行の日以後の出産に係

る出産育児一時金について適用し、同日前の出産に係る出産育児一時金について

は、なお従前の例による。 
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 甲府市手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年１２月２４日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第３２号 

   甲府市手数料条例の一部を改正する条例 

 甲府市手数料条例（平成１２年３月条例第９号）の一部を次のように改正する。 

 別表第３５号から第３８号までを次のように改める。 

（３５） 長期優良住宅の普及 

 の促進に関する法律 

  （平成２０年法律第 

  ８７号）第５条第１項

から第４項までの規定

に基づく住宅の新築に

係る長期優良住宅建築

等計画の認定の申請に

対する審査 

１件につき、次に掲げる申請の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額（長期優良住宅の普及の促進に関

する法律第６条第２項の規定による申出があった場

合は、甲府市建築基準法施行条例（昭和５４年１２

月条例第３７号）第２８条の２第１項（昇降機に係

る部分を除く。）及び第２項並びに第２８条の３第

１項の規定により納めることとなる手数料に相当す 

る額（次号から第３８号まで、第４０号の３、第 

４０号の４、第４１号、第４２号及び第４７号にお

いて「確認申請に係る手数料相当額」という。）を

加えた額） 

ア 申請に併せて確認書等（その住宅の構造及び設

備が長期使用構造等（長期優良住宅の普及の促進

に関する法律第２条第４項に規定する長期使用構

造等をいう。）である旨が記載された確認書（住

宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年

法律第８１号）第６条の２第３項に規定する確認

書をいう。）又は住宅性能評価書（同法第５条第 

 １項に規定する住宅性能評価書をいう。）をい 
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 う。次号から第３８号まで、第４０号の３及び第 

 ４０号の４において同じ。）が提出された場 

 合 次に掲げる住宅の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額 

 （ア） 一戸建ての住宅（人の居住の用以外の用に供

する部分を有しないものに限る。以下この号、

次号、第４０号の３、第４０号の４及び第４７ 

  号 か ら 第 ４ ９ 号 ま で に お い て 同 

  じ。） １６，０００円 

 （イ） 総戸数が５戸以内の共同住宅等（共同住宅、 

  長屋その他の一戸建ての住宅以外の住宅をい 

  う。以下この号、次号、第４０号の３、第４０ 

  号 の ４ 及 び 第 ４ １ 号 に お い て 同 

  じ。） ２５，０００円 

（ウ） 総戸数が５戸を超え１０戸以内の共同住宅 

 等 ３９，０００円 

（エ） 総戸数が１０戸を超え２５戸以内の共同住宅

等 ６２，０００円 

（オ） 総戸数が２５戸を超え５０戸以内の共同住宅

等 ９６，０００円 

（カ） 総戸数が５０戸を超え１００戸以内の共同住

宅等 １４３，０００円 

（キ） 総戸数が１００戸を超え２００戸以内の共同

住宅等 ２３９，０００円 

（ク） 総戸数が２００戸を超え３００戸以内の共同

住宅等 ３０３，０００円 

（ケ） 総 戸 数 が ３ ０ ０ 戸 を 超 え る 共 同 住 宅  

 等 ３４４，０００円 

イ ア以外の場合 次に掲げる住宅の区分に応じ、

それぞれ次に定める金額 

- 9 -



 

（ア） 一戸建ての住宅 ４９，０００円 

（イ） 総 戸 数 が ５ 戸 以 内 の 共 同 住 宅 

 等 １０８，０００円 

（ウ） 総戸数が５戸を超え１０戸以内の共同住宅 

 等 １７０，０００円 

（エ） 総戸数が１０戸を超え２５戸以内の共同住宅

等 ３３３，０００円 

（オ） 総戸数が２５戸を超え５０戸以内の共同住宅

等 ５９２，０００円 

（カ） 総戸数が５０戸を超え１００戸以内の共同住

宅等 １，０１４，０００円 

（キ） 総戸数が１００戸を超え２００戸以内の共同

住宅等 １，８７４，０００円 

（ク） 総戸数が２００戸を超え３００戸以内の共同

住宅等 ２，６７９，０００円 

（ケ） 総 戸 数 が ３ ０ ０ 戸 を 超 え る 共 同 住 宅 

 等 ３，２８４，０００円 

（３６） 長期優良住宅の普及

の促進に関する法律第

５条第１項から第５項

までの規定に基づく住

宅の増築又は改築に係

る長期優良住宅建築等

計画の認定の申請に対

する審査 

１件につき、次に掲げる申請の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額（長期優良住宅の普及の促進に関

する法律第６条第２項の規定による申出があった場

合は、確認申請に係る手数料相当額を加えた額） 

ア 申請に併せて確認書等が提出された場合 次に

掲げる住宅の区分に応じ、それぞれ次に定める金

額 

（ア） 一戸建ての住宅 ２５，０００円 

（イ） 総 戸 数 が ５ 戸 以 内 の 共 同 住 宅 

 等 ３８，０００円 

（ウ） 総戸数が５戸を超え１０戸以内の共同住宅 

 等 ５８，０００円 

（エ） 総戸数が１０戸を超え２５戸以内の共同住宅
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等 ９３，０００円 

（オ） 総戸数が２５戸を超え５０戸以内の共同住宅

等 １４４，０００円 

（カ） 総戸数が５０戸を超え１００戸以内の共同住

宅等 ２１４，０００円 

（キ） 総戸数が１００戸を超え２００戸以内の共同

住宅等 ３５９，０００円 

（ク） 総戸数が２００戸を超え３００戸以内の共同

住宅等 ４５４，０００円 

（ケ） 総 戸 数 が ３ ０ ０ 戸 を 超 え る 共 同 住 宅  

 等 ５１６，０００円 

イ ア以外の場合 次に掲げる住宅の区分に応じ、

それぞれ次に定める金額 

（ア） 一戸建ての住宅 ７３，０００円 

（イ） 総 戸 数 が ５ 戸 以 内 の 共 同 住 宅 

 等 １６３，０００円 

（ウ） 総戸数が５戸を超え１０戸以内の共同住宅  

 等 ２５６，０００円 

（エ） 総戸数が１０戸を超え２５戸以内の共同住宅

等 ４９９，０００円 

（オ） 総戸数が２５戸を超え５０戸以内の共同住宅

等 ８８８，０００円 

（カ） 総戸数が５０戸を超え１００戸以内の共同住

宅等 １，５２２，０００円 

（キ） 総戸数が１００戸を超え２００戸以内の共同

住宅等 ２，８１２，０００円 

（ク） 総戸数が２００戸を超え３００戸以内の共同

住宅等 ４，０１９，０００円 

（ケ） 総 戸 数 が ３ ０ ０ 戸 を 超 え る 共 同 住 宅  

 等 ４，９２６，０００円 
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（３７） 長期優良住宅の普及

の促進に関する法律第

８条第１項の規定に基

づく住宅の新築に係る

長期優良住宅建築等計

画の変更（同法第９条

第１項又は第３項の規 

 定に基づく変更を除 

  く。）の認定の申請に

対する審査 

１件につき、次に掲げる申請の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額（長期優良住宅の普及の促進に関

する法律第８条第２項において準用する同法第６条

第２項の規定による申出があった場合は、確認申請

に係る手数料相当額を加えた額）を既に計画の認定

を受けた戸数で除して得た額に変更に係る戸数を乗

じて得た額（１００円未満の端数があるときは、こ

れを切り捨てた額） 

ア イ以外の場合 次に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ次に定める金額 

 （ア） 申請に併せて確認書等が提出された場合 第

３５号アに掲げる住宅の区分に応じ、それぞれ

当該手数料の金額の２分の１に相当する金額 

 （イ） （ア）以外の場合 第３５号イに掲げる住宅の区

分に応じ、それぞれ当該手数料の金額の２分の

１に相当する金額 

イ 住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備のた

めの長期優良住宅の普及の促進に関する法律等の

一部を改正する法律（令和３年法律第４８号。次 

 号及び第４０号の３において「改正法」とい 

 う。）附則第２条第３項各号に掲げる長期優良住

宅建築等計画の変更をする場合 次に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ次に定める金額 

 （ア） 申請に併せて確認書等が提出された場合 第

４０号の３ア（イ）から（ケ）までに掲げる住宅の区分

に応じ、それぞれ当該手数料の金額と同一の金

額 

 （イ） （ア）以外の場合 第４０号の３イ（イ）から（ケ）まで

に掲げる住宅の区分に応じ、それぞれ当該手数

料の金額と同一の金額 
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（３８） 長期優良住宅の普及

の促進に関する法律第

８条第１項の規定に基

づく住宅の増築又は改

築に係る長期優良住宅

建築等計画の変更（同

法第９条第１項又は第

３項の規定に基づく変

更を除く。）の認定の

申請に対する審査 

１件につき、次に掲げる申請の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額（長期優良住宅の普及の促進に関

する法律第８条第２項において準用する同法第６条

第２項の規定による申出があった場合は、確認申請

に係る手数料相当額を加えた額）を既に計画の認定

を受けた戸数で除して得た額に変更に係る戸数を乗

じて得た額（１００円未満の端数があるときは、こ

れを切り捨てた額） 

ア イ以外の場合 次に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ次に定める金額 

 （ア） 申請に併せて確認書等が提出された場合 第

３６号アに掲げる住宅の区分に応じ、それぞれ

当該手数料の金額の２分の１に相当する金額 

 （イ） （ア）以外の場合 第３６号イに掲げる住宅の区

分に応じ、それぞれ当該手数料の金額の２分の

１に相当する金額 

イ 改正法附則第２条第３項各号に掲げる長期優良

住宅建築等計画の変更をする場合 次に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ次に定める金額 

 （ア） 申請に併せて確認書等が提出された場合 第

４０号の４ア（イ）から（ケ）までに掲げる住宅の区分

に応じ、それぞれ当該手数料の金額と同一の金

額 

 （イ） （ア）以外の場合 第４０号の４イ（イ）から（ケ）まで

に掲げる住宅の区分に応じ、それぞれ当該手数

料の金額と同一の金額 

 別表第３９号中「第９条第１項」を「第９条第１項又は第３項」に改める。 

 別表第４０号の次に次のように加える。 

（４０）の２ 長期優良住宅の

普及の促進に関する法

１件につき １６０，０００円 
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律第１８条第１項の規

定に基づく住宅の容積

率に関する特例の許可

の申請に対する審査 

（４０）の３ 改正法附則第２

条第２項の規定により

なお従前の例によるこ

ととされる改正法第１

条の規定による改正前

の長期優良住宅の普及 

 の促進に関する法律 

  （以下この号から第 

  ４０号の６までにおい

て「改正前長期優良住

宅法」という。）第８

条第１項の規定に基づ

く住宅の新築に係る長

期優良住宅建築等計画

の変更（改正前長期優

良住宅法第９条第１項

の規定に基づく変更を

除く。）の認定の申請

に対する審査 

１件につき、次に掲げる申請の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額（改正前長期優良住宅法第８条第

２項において準用する改正前長期優良住宅法第６条

第２項の規定による申出があった場合は、確認申請

に係る手数料相当額を加えた額を既に計画の認定を

受けた戸数で除して得た額）に変更に係る戸数を乗

じて得た額（１００円未満の端数があるときは、こ

れを切り捨てた額） 

ア 申請に併せて確認書等が提出された場合 次に

掲げる住宅の区分に応じ、それぞれ次に定める金

額 

（ア） 一戸建ての住宅 ６，５００円 

（イ） 総 戸 数 が ５ 戸 以 内 の 共 同 住 宅 

 等 １１，５００円 

（ウ） 総戸数が５戸を超え１０戸以内の共同住宅 

 等 １８，０００円 

（エ） 総戸数が１０戸を超え２５戸以内の共同住宅

等 ２９，５００円 

（オ） 総戸数が２５戸を超え５０戸以内の共同住宅

等 ４６，５００円 

（カ） 総戸数が５０戸を超え１００戸以内の共同住

宅等 ７０，０００円 

（キ） 総戸数が１００戸を超え２００戸以内の共同 

 住宅等 １１８，５００円 

（ク） 総戸数が２００戸を超え３００戸以内の共同 

 住宅等 １５０，０００円 
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（ケ） 総 戸 数 が ３ ０ ０ 戸 を 超 え る 共 同 住 宅  

 等 １７０，５００円 

イ ア以外の場合 次に掲げる住宅の区分に応じ、

それぞれ次に定める金額 

 （ア） 一戸建ての住宅 ２３，０００円 

（イ） 総 戸 数 が ５ 戸 以 内 の 共 同 住 宅 

等 ５３，０００円 

（ウ） 総戸数が５戸を超え１０戸以内の共同住宅 

等 ８４，０００円 

（エ） 総戸数が１０戸を超え２５戸以内の共同住宅  

等 １６５，０００円 

（オ） 総戸数が２５戸を超え５０戸以内の共同住宅

等 ２９４，５００円 

（カ） 総戸数が５０戸を超え１００戸以内の共同住 

宅等 ５０６，０００円 

（キ） 総戸数が１００戸を超え２００戸以内の共同 

住宅等 ９３６，０００円 

（ク） 総戸数が２００戸を超え３００戸以内の共同 

住宅等 １，３３８，０００円 

（ケ） 総 戸 数 が ３ ０ ０ 戸 を 超 え る 共 同 住 宅  

等 １，６４０，５００円 

（４０）の４ 改正前長期優良

住宅法第８条第１項の

規定に基づく住宅の増

築又は改築に係る長期

優良住宅建築等計画の

変更（改正前長期優良

住宅法第９条第１項の

規定に基づく変更を除

く。）の認定の申請に

１件につき、次に掲げる申請の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額（改正前長期優良住宅法第８条第

２項において準用する改正前長期優良住宅法第６条

第２項の規定による申出があった場合は、確認申請

に係る手数料相当額を加えた額を既に計画の認定を

受けた戸数で除して得た額）に変更に係る戸数を乗

じて得た額（１００円未満の端数があるときは、こ

れを切り捨てた額） 

ア 申請に併せて確認書等が提出された場合 次に
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対する審査 掲げる住宅の区分に応じ、それぞれ次に定める金

額 

 （ア） 一戸建ての住宅 １０，０００円 

 （イ） 総 戸 数 が ５ 戸 以 内 の 共 同 住 宅 

  等 １７，０００円 

 （ウ） 総戸数が５戸を超え１０戸以内の共同住宅 

  等 ２７，０００円 

 （エ） 総戸数が１０戸を超え２５戸以内の共同住宅  

  等 ４４，５００円 

 （オ） 総戸数が２５戸を超え５０戸以内の共同住宅 

  等 ７０，０００円 

 （カ） 総戸数が５０戸を超え１００戸以内の共同住 

  宅等 １０５，０００円 

 （キ） 総戸数が１００戸を超え２００戸以内の共同 

  住宅等 １７７，５００円 

 （ク） 総戸数が２００戸を超え３００戸以内の共同 

  住宅等 ２２５，０００円 

 （ケ） 総 戸 数 が ３ ０ ０ 戸 を 超 え る 共 同 住 宅  

  等 ２５６，０００円 

イ ア以外の場合 次に掲げる住宅の区分に応じ、

それぞれ次に定める金額 

 （ア） 一戸建ての住宅 ３４，５００円 

 （イ） 総 戸 数 が ５ 戸 以 内 の 共 同 住 宅 

  等 ７９，５００円 

 （ウ） 総戸数が５戸を超え１０戸以内の共同住宅 

  等 １２６，０００円 

 （エ） 総戸数が１０戸を超え２５戸以内の共同住宅 

  等 ２４７，５００円 

 （オ） 総戸数が２５戸を超え５０戸以内の共同住宅 

  等 ４４２，０００円 
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 （カ） 総戸数が５０戸を超え１００戸以内の共同住 

  宅等 ７５９，０００円 

 （キ） 総戸数が１００戸を超え２００戸以内の共同 

  住宅等 １，４０４，０００円 

 （ク） 総戸数が２００戸を超え３００戸以内の共同 

  住宅等 ２，００７，５００円 

 （ケ） 総 戸 数 が ３ ０ ０ 戸 を 超 え る 共 同 住 宅  

  等 ２，４６１，０００円 

（４０）の５ 改正前長期優良 

住宅法第８条第１項の

規定に基づく長期優良

住宅建築等計画の変更

（改正前長期優良住宅

法第９条第１項の規定 

 に 基 づ く 変 更 に 限 

 る。）の認定の申請に

対する審査 

１件につき １，８００円 

（４０）の６ 改正前長期優良

住宅法第１０条の規定

に基づく地位の承継の

承認の申請に対する審

査 

１件につき １，８００円 

 別表第４１号ア（イ）中「（共同住宅、長屋その他の一戸建ての住宅以外の住宅をい

う。以下この号において同じ。）」を削る。 

 別表第４７号ア（ア）、第４８号イ（ア）ａ及び第４９号ア（ア）中「（人の居住の用以外の

用に供する部分を有しないものに限る。以下この号において同じ。）」を削る。 

   附 則 

１ この条例は、令和４年２月２０日から施行する。 

２ この条例による改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後の申請に係る

手数料について適用し、同日前にされた申請に係る手数料については、なお従前
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の例による。 
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 甲府市道の道路構造に関する技術的基準を定める条例の一部を改正する条例をこ

こに公布する。 

  令和３年１２月２４日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第３３号 

   甲府市道の道路構造に関する技術的基準を定める条例の一部を改正する条例 

 甲府市道の道路構造に関する技術的基準を定める条例（平成２４年１２月条例第

４５号）の一部を次のように改正する。 

 目次中「自転車専用道路、自転車歩行者専用道路及び歩行者専用道路（第３１条 

・第３２条）」を「自転車専用道路等（第３１条～第３２条の２）」に改める。 

 第６章の章名を次のように改める。 

   第６章 自転車専用道路等 

 第６章中第３２条の次に次の１条を加える。 

 （歩行者利便増進道路） 

第３２条の２  歩行者利便増進道路に設けられる歩道若しくは自転車歩行者道又は 

歩行者利便増進道路である自転車歩行者専用道路若しくは歩行者専用道路には、

歩行者の滞留の用に供する部分を設けるものとする。 

２  前項に規定する部分には、歩行者利便増進施設等の適正かつ計画的な設置を誘 

導する必要があるときは、歩行者利便増進施設等を設置する場所を確保するもの

とする。この場合において、必要があると認めるときは、当該場所に街灯、ベン

チその他の歩行者の利便の増進に資する工作物、物件又は施設を設けるものとす

る。 

３  歩行者利便増進道路（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 

（平成１８年法律第９１号）第１０条第１項に規定する新設特定道路を除く。）

は、甲府市移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条

例（平成２４年１２月条例第４６号）で定める基準に適合する構造とするものと 
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する。 

 第３８条中「横断歩道橋等」の次に「、自動運行補助施設」を加える。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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 甲府市開発行為等の許可基準に関する条例の一部を改正する条例をここに公布す

る。 

  令和３年１２月２４日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第３４号 

   甲府市開発行為等の許可基準に関する条例の一部を改正する条例 

 甲府市開発行為等の許可基準に関する条例（平成１４年６月条例第１６号）の一 

部を次のように改正する。 

 第３条第１項第２号を次のように改める。 

 ⑵  次に掲げる土地の区域以外の土地の区域 

  ア 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第３９条第１項の規定により災

害危険区域に指定されている土地の区域 

  イ 地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項の規定により

地すべり防止区域に指定されている土地の区域 

  ウ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７

号）第３条第１項の規定により急傾斜地崩壊危険区域に指定されている土地

の区域 

  エ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成

１２年法律第５７号）第７条第１項の規定により土砂災害警戒区域に指定さ

れている土地の区域 

  オ 特定都市河川浸水被害対策法（平成１５年法律第７７号）第５６条第１項

の規定により浸水被害防止区域に指定されている土地の区域 

  カ 水防法（昭和２４年法律第１９３号）第１５条第１項第４号の浸水想定区 

域のうち、洪水又は雨水出水（同法第２条第１項の雨水出水をいう。）が発  

生した場合には建築物が損壊し、又は浸水し、住民その他の者の生命又は身 

体に著しい危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域 
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  キ アからカまでに掲げる土地の区域のほか、政令第８条第１項第２号ロから

ニまでに掲げる土地の区域に該当する区域として規則で定める土地の区域 

 第５条及び第６条中「除外区域以外の」を「第３条第１項第２号に掲げる」に改

める。 

   附 則 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の甲府市開発行為等の許可基準に関する条例の規定は、 

この条例の施行の日以後にされた許可の申請について適用し、同日前にされた許

可の申請に係る基準については、なお従前の例による。 
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 甲府市環境保全条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年１２月２４日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第３５号 

   甲府市環境保全条例の一部を改正する条例 

 甲府市環境保全条例（平成２２年６月条例第２５号）の一部を次のように改正す

る。 

 第２７条中「温室効果ガスの排出の抑制等」を「温室効果ガスの排出の量の削減

等」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

- 23 -



 

規則  
 

 

 甲府市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の

一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年１２月２４日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第３０号 

   甲府市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規

則の一部を改正する規則 

 甲府市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則

（昭和４２年１２月規則第４４号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「公務又は通勤により生じた」を「公務上の災害又は通勤による災害」

に改める。 

第４条第２項第 1 号中「実施機関の長」を「実施機関」に改める。 

第１号様式から第３号様式までの規定中「実施機関の長」を「実施機関」に改め

る。 

第４号様式中「実施機関の長」を「実施機関」に改め、同様式（注意事項）第５

項中「年金の支給決定」を「休業補償の支給決定」に改める。 

第５号様式から第６号様式の２までの規定中「実施機関の長」を「実施機関」に

改める。 

第７号様式中「、氏名」を「氏名」に改める。 

第１２号様式（注意事項）第６項中「請求書」を「証書」に改める。 

  附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現に存する改正前の書式による用紙は、当分の間、所要 
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の調整をして使用することができる。 
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 甲府市財務規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年１２月２４日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第３１号 

   甲府市財務規則の一部を改正する規則 

 甲府市財務規則（昭和６２年１月規則第１号）の一部を次のように改正する。 

 第５１条を次のように改める。 

 （指定納付受託者の指定等） 

第５１条 市長は、法第２３１条の２の３第１項に規定する指定納付受託者（以下

この条、次条、第５２条及び第８２条第２号において「指定納付受託者」とい  

 う。）を指定し、当該指定の内容を変更し、又は当該指定の取消しをしようとす

るときは、あらかじめ会計管理者と協議するものとする。 

２ 市長は、次の表の左欄に掲げる場合には、それぞれ当該右欄に掲げる事項及び

その他必要な事項を告示しなければならない。 

指定納付受託者を指定したとき。 ⑴ 指定納付受託者の名称及び住所又は事 

 務所の所在地 

⑵ 指定納付受託者に納付させる歳入 

⑶ 指定日 

指定納付受託者の指定の内容を変

更したとき。 

⑴ 指定納付受託者の名称及び住所又は事 

 務所の所在地 

⑵ 変更の内容 

⑶ 変更日 

指定納付受託者の指定を取り消し

たとき。 

⑴ 指定納付受託者の名称及び住所又は事 

 務所の所在地 

⑵ 取消日 

 第５１条の次に次の１条を加える。 
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 （指定納付受託者による納付） 

第５１条の２ 指定納付受託者は、法第２３１条の２の２の規定により歳入を納付

しようとする者の委託を受けたときは、市長が指定する日までに当該委託を受け

た歳入を納付しなければならない。 

２ 前項の場合において、同項の指定する日までに指定納付受託者による歳入の納

付があったときは、当該歳入に係る地方自治法施行規則第１２条の２の６第１項

に定める書面及び同条第２項に定める通知を当該歳入に係る領収書とみなす。 

 第５２条ただし書中「指定代理納付者」を「指定納付受託者」に、「承認があっ

た時」を「委託を受けた日」に改める。 

 第６５条の２第２項中「総務部長」を「行政経営部長」に改める。 

 第８２条第２号中「指定代理納付者」を「指定納付受託者」に改める。 

 第９４条第１項中「現金出納員等」を「現金出納員及び現金収納員（以下この 

条、次条及び第１０２条において「現金出納員等」という。）」に改める。 

附 則 

１ この規則は、令和４年１月４日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７

号）第６条の規定による改正前の地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

 ２３１条の２第６項の規定による指定を受けている者に対する改正後の甲府市財

務規則第５１条、第５２条及び第８２条第２号の規定の適用については、令和５

年３月３１日までの間は、なお従前の例による。 
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 甲府市国民健康保険条例の一部を改正する条例附則第２項の規則で定める日を定

める規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年１２月２４日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第３２号 

   甲府市国民健康保険条例の一部を改正する条例附則第２項の規則で定める日

を定める規則の一部を改正する規則 

 甲府市国民健康保険条例の一部を改正する条例附則第２項の規則で定める日を定

める規則（令和２年９月規則第５１号）の一部を次のように改正する。 

 本則中「令和３年１２月３１日」を「令和４年３月３１日」に改める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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 甲府市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年１２月２４日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第３３号 

   甲府市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則 

 甲府市国民健康保険条例施行規則（昭和３５年１１月規則第５２号）の一部を次

のように改正する。 

 第１５条の２中「１万６，０００円」を「１万２，０００円」に改める。 

   附 則 

１ この規則は、令和４年１月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の第１５条の２の規定は、この規則の施行の日以後の出

産に係る出産育児一時金について適用し、同日前の出産に係る出産育児一時金に

ついては、なお従前の例による。 
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 甲府市病院事業の財務に関する特例を定める規則の一部を改正する規則をここに 

公布する。 

  令和３年１２月２４日 

  

  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

  

  

甲府市規則第３４号 

   甲府市病院事業の財務に関する特例を定める規則の一部を改正する規則 

 甲府市病院事業の財務に関する特例を定める規則（昭和３９年４月規則第４８

号）の一部を次のように改正する。  

                           「長期借入金利息 

                            リース利息  」 

改める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表病院事業勘定科目の費用の表中「長期借入金利息」を に 
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市立甲府病院使用料等徴収条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。 

  令和３年１２月２４日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第３５号 

   市立甲府病院使用料等徴収条例施行規則の一部を改正する規則 

 市立甲府病院使用料等徴収条例施行規則（昭和３５年１１月規則第４６号）の一

部を次のように改正する。 

 別表診察、検診関係の表中 

「 

                              

 

 

 

「 

 

 

 

 

 

 

 

 

改める。 

別表備考４中「１６，０００円」を「１２，０００円」に改める。 

附 則 

ＰＲＰ療法 関節腔内への注入 １回  ２５７，０００円 

筋・腱・靭帯への注

入 

１回  １００，０００円 

 」 

を 

ＰＲＰ療法 関節腔内への注入 １回目  ２５７，０００円 

２回目

以降 

 １９０，０００円 

筋・腱・靭帯への注

入 

１回  １００，０００円 

ＰＦＣ－ＦＤ

療法 

感染症検査（陰性） １回  １７０，０００円 

感染症検査（陽性） １回   １８，１８２円 

 」 

に 
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１ この規則は、令和４年１月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の別表備考４の規定は、この規則の施行の日以後の出産

に係る分娩介助料について適用し、同日前の出産に係る分娩介助料については、

なお従前の例による。 
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 甲府市開発行為等の許可基準に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。 

  令和３年１２月２４日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第３６号 

   甲府市開発行為等の許可基準に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 甲府市開発行為等の許可基準に関する条例施行規則（平成１４年６月規則第２８ 

号）の一部を次のように改正する。 

 第２条の見出しを「（条例第３条第１項第２号キの規則で定める土地の区域）」

に改め、同条中「第３条第１項第２号」を「第３条第１項第２号キ」に改め、第２

号及び第３号を削り、第４号を第２号とし、第５号から第７号までを２号ずつ繰り

上げ、第８号を削る。 

   附 則 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の甲府市開発行為等の許可基準に関する条例施行規則の 

規定は、この規則の施行の日以後にされた許可の申請について適用し、同日前に

された許可の申請に係る基準については、なお従前の例による。 
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告示 
 

甲府市告示第６６５号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

 

  令和３年１２月１日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市宮原町字櫻林１３９番１、１３９番２、１３９番５から 

１３９番８まで、１４１番２、１４１番５、１４１番１２、１４１番１３ 

及び１５０番２ 

   以上１１筆 

２ 公共施設の種類、位置 

公共施設の種類 道路及び下水道 

位 置 及 び 区 域 別添図のとおり 

  （開発登録簿及び土地利用計画図は甲府市まちづくり部まち開発室都市計画課 

に備え置いて縦覧に供する。） 

３ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市大里町４４０２番地５ 

   有限会社交和エステート 

   代表取締役 家 苗 浩 明 
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                          甲府市告示第６６６号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

 

  令和３年１２月１日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市上町字天屋１５４番５ 

   以上１筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市上町１５０５番地 

   ネクステージサンライフ天神Ｂ１０２  

   山本孝太 
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                          甲府市告示第６６７号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

 

  令和３年１２月１日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市大里町字大北耕地１番１、１番３から１番１７まで及び 

５番１から５番５まで 

並びに中巨摩郡昭和町押越字鎌田川端１８４５番１から１８４５番６まで、 

１８４７番２、１８５４番２及び１８５４番３ 

   以上３０筆 

２ 公共施設の種類、位置 

公共施設の種類 ごみ集積所及び下水道 

位 置 及 び 区 域 別添図のとおり 

  （開発登録簿及び土地利用計画図は甲府市まちづくり部まち開発室都市計画課 

に備え置いて縦覧に供する。） 

３ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市相生一丁目１６番１６号 

   有限会社セントラルホームズ 

   代表取締役 雨 宮 孝 
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                          甲府市告示第６６８号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

 

  令和３年１２月１日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市和戸町字八枚畑１１４０番２０、１１４０番２１、 

   １１４５番１６、１１４５番１７及び１１４６番 1 から１１４６番３まで 

   以上７筆及び道・水 

２ 公共施設の種類、位置 

公共施設の種類 道路 

位 置 及 び 区 域 別添図のとおり 

  （開発登録簿及び土地利用計画図は甲府市まちづくり部まち開発室都市計画課 

に備え置いて縦覧に供する。） 

３ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市里吉二丁目１２番１５号 

   小 林 興 司 
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                          甲府市告示第６６９号  

 

 次の国民健康保険料にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）  

に郵送したが返送されたので、調査を行ったがなお不明のため国民健康保険法（昭  

和３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭和２５年法律第  

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい  

つでも交付する。 

 

  令和３年１２月１日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一  

 

１ 書類名 令和２年度国民健康保険料第６期分督促状 

令和２年度国民健康保険料第７期分督促状 

令和２年度国民健康保険料第８期分督促状 

令和３年度国民健康保険料第１期分督促状 

令和３年度国民健康保険料第２期分督促状 

令和３年度国民健康保険料第３期分督促状 

２ 送達を受けるべき者 別紙のとおり 

３ 保管場所      甲府市企画財務部収納管理室収納課 
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                          甲府市告示第６７０号  

 

 次の国民健康保険料にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）  

に郵送したが返送されたので、調査を行ったがなお不明のため国民健康保険法（昭  

和３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭和２５年法律第  

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい  

つでも交付する。 

 

  令和３年１２月１日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        国民健康保険料過誤納金還付充当通知書 

２ 送達を受けるべき者  別紙のとおり 

３ 保管場所       甲府市企画財務部収納管理室収納課 
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                          甲府市告示第６７１号  

 

次の介護保険被保険者証は、回収できないため、甲府市介護保険条例施行規則

（平成１２年３月規則第２１号）第１２条の規定により無効である旨を告示する。 

 

令和３年１２月１日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名    介護保険被保険者証 

２ 被保険者番号及び住所並びに氏名     別紙のとおり 
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                          甲府市告示第６７２号  

 

地方自治法第２４３条の３第１項及び甲府市「財政事情」の作成及び公表に関す

る条例の規定に基づき、甲府市一般会計、甲府市国民健康保険事業特別会計、甲府

市交通災害共済事業特別会計、甲府市住宅新築資金等貸付事業特別会計、甲府市介

護保険事業特別会計、甲府市農業集落排水事業特別会計、甲府市後期高齢者医療事

業特別会計、甲府市浄化槽事業特別会計、甲府市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特

別会計の令和３年度上半期の財政状況及び甲府市一般会計、甲府市国民健康保険事

業特別会計、甲府市交通災害共済事業特別会計、甲府市住宅新築資金等貸付事業特

別会計、甲府市介護保険事業特別会計、甲府市農業集落排水事業特別会計、甲府市

後期高齢者医療事業特別会計、甲府市浄化槽事業特別会計、甲府市母子父子寡婦福

祉資金貸付事業特別会計の前年度決算状況を、別紙のとおり公表する。 

 

  令和３年１２月１日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

- 41 -



甲府市告示第６７３号 

 

地方公営企業法第４０条の２の規定に基づき、甲府市地方卸売市場事業会計、甲

府市病院事業会計、甲府市下水道事業会計、甲府市水道事業会計、甲府市簡易水道

等事業会計の令和３年度上半期の業務の状況及び甲府市地方卸売市場事業会計、甲

府市病院事業会計、甲府市下水道事業会計、甲府市水道事業会計、甲府市簡易水道

等事業会計の前年度の決算の状況を、甲府市「財政事情」の作成及び公表に関する

条例第４条第１項により、別紙のとおり公表する。  

 

令和３年１２月１日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 
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甲府市告示第６７４号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定に基づき、次のと

おり生活保護法等指定医療機関廃止届書を受理したので、同法第５５条の３の規定

により公示する。 

 

令和３年１２月２日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定医療機関廃止届書 

２ 医療機関番号、医療機関の名称、医療機関の所在地、開設者、代表者、廃止年 

月日 

                              別紙のとおり 
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甲府市告示第６７５号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び第８４条の２の規定に基

づき、次のとおり生活保護法等指定医療機関指定申請書を受理し、指定医療機関と

して指定したので、同法第５５条の３の規定により公示する。 

 

令和３年１２月２日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定医療機関指定申請書 

２ 医療機関番号、指定の期間、医療機関の名称、医療機関の所在地、開設者、代

表者、管理者 

                               別紙のとおり 
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甲府市告示第６７６号 

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条及び第８４条の２の規定に基

づき、次のとおり生活保護法等指定施術機関指定申請書を受理し、指定施術機関と

して指定したので、同法第５５条の３の規定により公示する。 

 

令和３年１２月２日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定施術機関指定申請書 

２ 施術機関番号、指定の期間、施術機関の名称、施術機関の所在地、開設者、代

表者、施術者 

                               別紙のとおり 
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                          甲府市告示第６７７号 

 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定によ

り農用地利用集積計画を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。  

 なお、次のとおり閲覧に供する。  

 

  令和３年１２月２日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 農用地利用集積計画の閲覧場所  

   甲府市丸の内一丁目１８番１号 

   甲府市産業部農林振興室農政課 

２ 農用地利用集積計画の閲覧期間  

   告示の日から２週間 
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甲府市告示第６７８号 

 

土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）第１１条第１項の規定により、特定

有害物質によって汚染されており、当該土地の形質の変更をしようとするときの届

出をしなければならない区域を次のとおり指定する。 

 

令和３年１２月２日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 指定する区域 

   甲府市丸の内一丁目１番５地先 

２ 土壌汚染対策法施行規則（平成１４年環境省令第２９号）第３１条第１項の基

準に適合していない特定有害物質の種類  

   鉛及びその化合物 
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                          甲府市告示第６７９号  

 

 次の差押に係る書類は、その送達を受けるべき者の住所、居所が明らかでないた

め、地方税法（昭和２５年７月３１日法律第２２６号）第２０条及び第２０条の２

の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、

いつでも交付する。 

 

令和３年１２月３日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        差押調書（謄本）福発第４５９５号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市福祉保健部保険経営室健康保険課 
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甲府市告示第６８０号 

 

次の市税徴収にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送

したが返送されたため調査を行ったが、なお不明のため地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）第２０条の２の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

  令和３年１２月６日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        配当計算書 企発第２４３８７号 

             充当通知書 企発第２４３８８号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市企画財務部収納管理室滞納整理課  
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甲府市告示第６８１号 

 

次の市税徴収にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送

したが返送されたため調査を行ったが、なお不明のため地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）第２０条の２の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

  令和３年１２月６日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        差押調書（謄本） 企発第２３９７８号 

             配当計算書 企発第２４５０６号 

             充当計算書 企発第２４５０７号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市企画財務部収納管理室滞納整理課  
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甲府市告示第６８２号  

 

 次の国民健康保険料に係る書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵

送したが返送されたので調査を行ったが、なお不明のため国民健康保険法（昭和

３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭和２５年法律第  

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

令和３年１２月７日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名         令和３年度甲府市国民健康保険料納入通知書 

              （兼決定通知書） 

令和３年度甲府市国民健康保険料納入通知書 

              （兼更正通知書） 

２ 送達を受けるべき者   別紙のとおり 

３ 保管場所        甲府市福祉保健部保険経営室健康保険課 
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                          甲府市告示第６８３号  

 

 次の差押に係る書類は、その送達を受けるべき者の住所、居所が明らかでないた

め、地方税法（昭和２５年７月３１日法律第２２６号）第２０条及び第２０条の２

の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、

いつでも交付する。 

 

令和３年１２月８日 

  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        差押調書（謄本）福発第４５０９号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市福祉保健部保険経営室健康保険課 

- 52 -



                          甲府市告示第６８４号  

  

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の 

１件の一般競争入札を執行する。 

 

  令和３年１２月９日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （土木）１５６号 

工事名 区画道路築造工事（Ｒ３・１０－１号線 外） 

工事場所 甲府市朝日一丁目地内  

工事概要 

１ 工事内容 

・アスファルト舗装工    Ａ＝４７５㎡ 

・自由勾配側溝工（縦断用３００型） 

Ｌ＝１０４．０ｍ 

・自由勾配側溝工（横断用３００型） 

Ｌ＝ ３８．０ｍ 

・集水桝工         Ｎ＝２箇所 

・付帯工          １式 

２ 工期 令和４年３月１８日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
１４，３１１，０００円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 土木一式 Ｂ又はＣ 

３ 同種工事施工実績 

道路工事等。 

ただし、１件の工事請負額が 、 

７００万円以上の実績に限る。 

元請として平成１８年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 1  入札説明書等配付開始日 令和３年１２月９日 
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２ 入札説明書等配付締切日 令和３年１２月２０日 

３ 申請書受付開始日 令和３年１２月９日 

４ 申請書受付締切日 
令和３年１２月２０日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和３年１２月２４日 

６ 設計図書配付開始日 令和３年１２月９日 

７ 設計図書配付締切日 令和３年１２月２７日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和３年１２月９日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和３年１２月２７日 

10 入札及び開札日時 
令和４年１月７日 

午前１０時００分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和４年１月５日 

午後５時まで 

２ 回答 令和４年１月６日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用「甲府市低入札価格調査実施要綱（令和３年４月１日改

正）」 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 
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問い合わせ先 

甲府市行政経営部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                          甲府市告示第６８５号  

  

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の 

１件の一般競争入札を執行する。 

 

  令和３年１２月９日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （舗装）１６３号 

工事名 Ｒ３舗装工事（市道堀之内大津線） 

工事場所 甲府市堀之内町地内外 

工事概要 

１ 工事内容 

施工延長    Ｌ＝９４．９ｍ 

車道舗装工 

・表層工    Ａ＝６１８㎡ 

・基層工    Ａ＝ ４７㎡ 

・上層路盤工  Ａ＝ ６３㎡ 

・下層路盤工  Ａ＝ ６３㎡ 

歩道舗装工 

・表層工    Ａ＝１７５㎡ 

・上層路盤工  Ａ＝１７５㎡ 

・フィルター層 Ａ＝１７５㎡ 

・縁石工    Ｌ＝９９．２ｍ 

・付帯工    １式 

２ 工期 令和４年３月３０日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
１４，５８６，０００円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 

舗装 

直近の経営事項審査結果通知書の総 

合評定値（Ｐ）６５０点以上 

３ 同種工事施工実績 

舗装工事等。 

ただし、１件の工事請負額が 、 

７００万円以上の実績に限る。 

元請として平成１８年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 
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実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 

１ 入札説明書等配付開始日 令和３年１２月９日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和３年１２月２０日 

３ 申請書受付開始日 令和３年１２月９日 

４ 申請書受付締切日 
令和３年１２月２０日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和３年１２月２４日 

６ 設計図書配付開始日 令和３年１２月９日 

７ 設計図書配付締切日 令和３年１２月２７日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和３年１２月９日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和３年１２月２７日 

10 入札及び開札日時 
令和４年１月７日 

午前１０時１０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和４年１月５日 

午後５時まで 

２ 回答 令和４年１月６日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 
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低入札価格調査 

制度 

適用「甲府市低入札価格調査実施要綱（令和３年４月１日改

正）」 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市行政経営部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                          甲府市告示第６８６号  

 

 次の差押に係る書類は、その送達を受けるべき者の住所、居所が明らかでないた

め、地方税法（昭和２５年７月３１日法律第２２６号）第２０条及び第２０条の２

の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、

いつでも交付する。 

 

令和３年１２月９日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        差押調書（謄本）福発第４５９７号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市福祉保健部保険経営室健康保険課 
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甲府市告示第６８７号 

 

次の市税徴収にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送

したが返送されたため調査を行ったが、なお不明のため地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）第２０条の２の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

  令和３年１２月１３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        差押調書（謄本） 企発第２４２４６号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市企画財務部収納管理室滞納整理課  
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甲府市告示第６８８号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の

１件の一般競争入札を執行する。 

 

令和３年１２月１３日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象物品 

⑴ 入札番号     第２４５４号 

⑵ 物件名   学習用端末 

⑶ 品質・規格・数量など 入札説明書による 

⑷ 納入期限   入札説明書による 

⑸ 納入場所   入札説明書による 

⑹ 予定価格   公表しない 

⑺ 最低制限価格  設けない 

２ 入札参加資格 

  甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件  

をすべて満たす者 

⑴ 甲府市内に本店を有する者であること。  

⑵ 甲府市の物品供給競争入札参加資格の認定において、第１希望の業種が「事

務用品」で登録されている者であること。 

⑶ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当  

しない者であること。 

⑷ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。 

⑸ この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給(入札等)制度要綱」

に基づく指名停止を受けている日が含まれている者でないこと。 

⑹ 入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。  

  また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 

⑺ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が

なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

⑻ 市税の滞納がない者であること。 

⑼ 当該物品供給について、納入が可能であることを証明できる者であること。

３ 入札説明書、仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等 

⑴ 配付期間 令和３年１２月１３日（月）～令和３年１２月２４日（金） 
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（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時～午後５時 

⑵ 配付場所 甲府市役所本庁舎６階 行政経営部契約管財室契約課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１９４ 

⑶ 配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情報を入

手する場合は、この限りでない。  

⑷ 申請書等の受付期間及び場所 

ア 期間  令和３年１２月１３日（月）～令和３年１２月２４日（金） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時～午後５時 

イ 場所  甲府市役所本庁舎６階 行政経営部契約管財室契約課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１９４ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

⑴ 日 時 令和４年１月１４日（金） 午後１時３０分 

⑵ 場 所 甲府市役所本庁舎６階 入札室１ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号  

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／ 

１００に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消

費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の

１００／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。 

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。  

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  

８ その他 

⑴ 入札保証金：免除 

⑵ 契約保証金（契約金額の１０／１００）：納付 

ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に

国(公社、公団を含む。 )又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする

契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約

を履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。 
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⑶ 契約書作成の要否：要 

⑷ 仕様説明会は行わない。 

⑸ その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。  
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甲府市告示第６８９号  

 

地方自治法第２１９条第２項の規定により、令和３年１２月市議会定例会におい

て議決を経た補正予算を、別紙のとおり公表する。 

 

令和３年１２月１３日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 令和３年度甲府市一般会計補正予算（第１０号） 

２ 令和３年度甲府市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

３ 令和３年度甲府市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号） 

４ 令和３年度甲府市病院事業会計補正予算（第２号） 

５ 令和３年度甲府市一般会計補正予算（第１１号） 

６ 令和３年度甲府市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

７ 令和３年度甲府市一般会計補正予算（第１２号） 

 

 

 

 

 

     令和３年１２月１３日 原案可決 
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甲府市告示第６９０号 

 

別紙の者は、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２号）第１２条第１

項の規定に基づき、住民票を消除したので、同条第４項の規定により公示する。 

 

  令和３年１２月１４日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 
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                          甲府市告示第６９１号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

 

  令和３年１２月１５日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市高畑一丁目４８９番１から４８９番３まで 

   以上３筆 

２ 公共施設の種類、位置 

公共施設の種類 水路 

位 置 及 び 区 域 別添図のとおり 

  （開発登録簿及び土地利用計画図は甲府市まちづくり部まち開発室都市計画課 

に備え置いて縦覧に供する。） 

３ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市高畑三丁目３番３号 

   有限会社しまや 

   代表取締役 片 川  学 
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甲府市告示第６９２号 

 

動物の愛護及び管理に関する法律第３５条第３項の規定に基づき次の犬又は猫の

引取りを行ったので、甲府市動物の愛護及び管理に関する条例第１５条第４項の規

定により告示する。 

この犬又は猫の所有者は、令和３年１２月２０日までに、引き取る旨の連絡を次

の連絡先にすること。 

なお、この期日までに引き取る旨の連絡を行わなかった場合は、この犬又は猫は

処分する。 

 

  令和３年１２月１５日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 拾得場所：甲府市中畑町地内 

２ 犬又は猫の別：犬 

３ 種類：トイプードル風 

４ 性別：オス 

５ 毛の色：茶 

６ その他の特徴：成犬、首輪なし 

７ 連絡先：甲府市福祉保健部保健衛生室生活衛生薬務課  

電話０５５－２３７－２５５０  
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甲府市告示第６９３号 

 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項の規定において準用す

る同法第２０条第１項の規定による都市計画の図書の写しの送付を受けたので、同

法第２１条第２項の規定において準用する同法第２０条第２項の規定により、次の

とおり公衆の縦覧に供する。 

 

令和３年１２月１６日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

                  

１ 都市計画の種類 甲府及び笛吹川都市計画道路の変更 

          （３・４・１０７号 甲府外郭環状道路東線） 

２ 縦覧場所    甲府市まちづくり部まち開発室都市計画課 
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                          甲府市告示第６９４号  

 

 次の差押に係る書類は、その送達を受けるべき者の住所、居所が明らかでないた

め、地方税法（昭和２５年７月３１日法律第２２６号）第２０条及び第２０条の２

の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、

いつでも交付する。 

 

令和３年１２月１６日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        配当計算書 福発第４８００号 

             充当通知書 福発第４８０２号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市福祉保健部保険経営室健康保険課 
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甲府市告示第６９５号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する。  

 

  令和３年１２月１７日 

                  

                 甲府市長  樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市川田町字亀田１１９番１ 

   以上１筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市和戸町１１６４番地８ 

   遠 藤 寛 幸 
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甲府市告示第６９６号  

 

 次の国民健康保険被保険者証は、甲府市国民健康保険条例施行規則（昭和３５年

１１月規則第５２号）第１３条の規定により無効である旨を告示する。 

 

  令和３年１２月１７日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名    国民健康保険被保険者証 

２ 世帯主住所、被保険者氏名及び記号番号    別紙のとおり 
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甲府市告示第６９７号  

 

 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条の５第２項の規定による指定地

域密着型サービス事業者として次の者の廃止届を受理したので、同法第７８条の 

１１の規定により公示する。 

 

令和３年１２月１７日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号   １９７０１０４６３２ 

２ 事業所の名称      デイサービスこうふ里吉 

３ 事業所の所在地      甲府市里吉一丁目６番１号 

４ 当該事業所の申請者      中巨摩郡昭和町紙漉阿原２６７９－７ 

              株式会社 ケアリンク 

              代表取締役 梶 谷 秀 一 

５ サービスの種類      地域密着型通所介護 

６ 廃止年月日          令和３年１０月３１日 
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甲府市告示第６９８号  

 

 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条の５第２項の規定による指定地

域密着型サービス事業者として次の者の廃止届を受理したので、同法第７８条の 

１１の規定により公示する。 

 

令和３年１２月１７日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号   １９９１７０００７９ 

２ 事業所の名称      デイサービスおれんじ 

３ 事業所の所在地      甲斐市富竹新田９２－６ 

４ 当該事業所の申請者      甲斐市富竹新田９２－６ 

              合同会社 おれんじ 

              代表社員 小 林 まち子 

５ サービスの種類      地域密着型通所介護 

６ 廃止年月日          令和３年１１月３０日 
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                          甲府市告示第６９９号 

 

 次の介護保険料にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵  

送したが返送されたので調査を行ったが、なお不明のため介護保険法（平成９年法  

律第１２３号）第１４３条において準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６  

号）第２０条の２の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい  

つでも交付する。 

 

  令和３年１２月２０日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名      甲府市介護保険料 更正通知書 

           甲府市介護保険料 納付書 

           甲府市介護保険料 更正通知書兼特別徴収中止通知書  

２ 発送日      令和３年１２月１０日 

３ 項 目      令和３年度介護保険料更正通知書  

令和３年度介護保険料現年度６期分 

令和３年度介護保険料更正通知書兼特別徴収中止通知書  

４ 納期限      令和４年１月４日 

５ 納付場所     甲府市指定金融機関 

           甲府市収納代理金融機関 

           甲府市指定コンビニエンスストア  

           甲府市企画財務部収納管理室収納課  

           甲府市福祉保健部保険経営室介護保険課  

           窓口センター 

６ 送達を受けるべき者 （省略） 

            （省略） 

            （省略） 

            （省略） 

７ 保管場所     甲府市福祉保健部保険経営室介護保険課  
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                          甲府市告示第７００号  

 

地方自治法第２１９条第２項の規定により、専決処分した令和３年度補正予算  

を、別紙のとおり公表する。 

 

  令和３年１２月２０日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 令和３年度甲府市一般会計補正予算（第１３号） 
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甲府市告示第７０１号 

 

次の市税等にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送し

たが返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

令和３年１２月２１日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        令和３年度市県民税督促状 

２ 送達を受けるべき者  別紙のとおり 

３ 保管場所       甲府市企画財務部収納管理室収納課  
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甲府市告示第７０２号  

 

次の市税等にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送し

たが返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

令和３年１２月２１日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        令和３年度市県民税過誤納金還付通知書             

２ 送達を受けるべき者  別紙のとおり 

３ 保管場所       甲府市企画財務部収納管理室収納課  
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甲府市告示第７０３号 

   

国税徴収法第９５条及び同法第９９条の規定により、次のとおり差押財産の公売

及び見積価額を公告する。 

 

  令和３年１２月２４日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

公 売 財 産 

別紙「公売財産、公売保証金及び見積価額」のとおり 公 売 保 証 金 

見 積 価 額 

公 売 方 法 入 札 

公売日時 
入札 

令和４年２月１日（火） 

午後１時３０分から午後２時００分まで 

開札 令和４年２月１日（火）午後２時０１分 

公 売 場 所 
山梨県笛吹市石和町広瀬７８５番地 

東八代合同庁舎３階大会議室 

売却決定の日時 令和４年２月２２日（火）午前１０時００分 

売却決定の場所 
山梨県甲府市丸の内１丁目１８番１号 

甲府市役所３階滞納整理課 

買受代金納期限 令和４年２月２２日（火）午後３時００分 

買受人について

の資格その他の

要件 

次の者は、公売財産を買受けることができません。  

１ この公売公告に違反した者 

２ 国税徴収法第９２条の規定に該当する者 

３ 国税徴収法第１０８条第１項又は第５項の規定に該当す

る者 

そ の 他 別紙「その他の事項」のとおり 

配当を受ける者

の権利の申出に

ついて 

 この公売財産の換価代金について配当を受けることができる

質権、抵当権、先取特権または留置権等を有する者は、売却決

定をする日の前日までに債権現在額申立書により、その内容を

市長あてに申し出てください。 

 なお、債権現在額申立書の用紙は、甲府市役所滞納整理課に

用意してあります。 
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                          甲府市告示第７０４号 

 

 甲府農業振興地域整備計画を変更するので、農業振興地域の整備に関する法律

（昭和４４年法律第５８号）第１３条第４項において準用する第１１条第１項の規

定により公告し、変更理由を付した当該農業振興地域整備計画の案を次により縦覧

に供する。 

 

  令和３年１２月２４日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 甲府農業振興地域整備計画案の縦覧 

（１） 縦覧場所 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

甲府市産業部農林振興室農政課 

（２） 縦覧期間 

自 令和３年１２月２４日 

至 令和４年１月２４日 

２ 意見書の提出 

  甲府市の区域内に住所を有する者（市内に事務所を有する法人も含む。）は、

当該農業振興地域整備計画の案について、令和４年１月２４日までに、市に対

して文書で意見を提出することができる。 

  なお、提出された意見書については、要旨を取りまとめ、その処理結果を同法

第１２条第１項の規定に基づく当該農業振興地域整備計画書の公告時に合わせて

公告する。 

（１） 意見書の提出先 

   縦覧場所と同じ 

３ 異議の申し出 

  当該農業振興地域整備計画の案のうち、農用地利用計画に係る農用地区域内に

ある土地の所有者その他その土地に関し法律上保護される権利を有する者は、

当該農用地利用計画の案に対して異議があるときは、令和４年１月２４日の翌日

から起算して１５日以内である令和４年２月８日までに、市に対して文書で

これを申し出ることができる。 

（１） 異議申出先 

縦覧場所と同じ 
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                          甲府市告示第７０５号  

 

 次の差押に係る書類は、その送達を受けるべき者の住所、居所が明らかでないた

め、地方税法（昭和２５年７月３１日法律第２２６号）第２０条及び第２０条の２

の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、

いつでも交付する。 

 

令和３年１２月２４日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        配当計算書  福発第４９４７号 

             充当通知書  福発第４９４８号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市福祉保健部保険経営室健康保険課 
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                          甲府市告示第７０６号  

 

 次の差押に係る書類は、その送達を受けるべき者の住所、居所が明らかでないた

め、地方税法（昭和２５年７月３１日法律第２２６号）第２０条及び第２０条の２

の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、

いつでも交付する。 

 

令和３年１２月２４日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        差押調書（謄本）福発第４８５５号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市福祉保健部保険経営室健康保険課 
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甲府市告示第７０７号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の

１件の一般競争入札を執行する。  

 

令和３年１２月２４日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号     （業務委託）第８０２号 

（２）業務名称     測量業務委託（甲府市環境センターごみ処理施設跡地）  

（３）履行期間     契約締結日から令和４年３月３１日まで 

（４）履行場所     仕様書等による 

（５）業務内容     仕様書等による 

（６）予定価格     公表しない 

（７）最低制限価格   設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件

をすべて満たす者 

（１）甲府市における物品供給入札参加資格の認定において、「測量」で登録され

ている者であること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

しない者であること。 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。 

（４）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要

綱」及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく指

名停止を受けている日が含まれている者でないこと。  

（５）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が

なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

（７）市税の滞納がない者であること。  

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  

（１）配付期間 令和３年１２月２４日（金）～令和４年１月６日（木） 

（この期間内の土曜日、日曜日、祝日を除く。） 
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午前９時００分～午後５時００分 

令和４年１月６日（木）については、午後３時００分まで  

（２）配付場所 甲府市まちづくり部まちづくり総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５７９７ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情報を入

手する場合は、この限りでない。 

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和３年１２月２４日（金）～令和４年１月６日（木） 

（この期間内の土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和４年１月６日（木）については、午後３時００分まで  

イ 場所 甲府市まちづくり部まちづくり総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５７９７ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和４年１月２８日（金） 午前１０時００分 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎８階 会議室８－１ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／ 

１００に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消

費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の

１００／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。  

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。  

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。  

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  

８ その他 

（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金：（契約金額の１０／１００）：納付  

ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に

国（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくす  

る契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、  
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契約を履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。  

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。  

（５）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。 
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甲府市告示第７０８号  

 

 甲府市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年６月

条例第１６号）第４条の規定に基づき、公の施設に係る指定管理者を指定したの  

で、同条例第１１条の規定により告示する。  

 

令和３年１２月２４日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

                                     

施設の名称 団体の所在地及び名称 指定の期間 

甲府市リサイクル

プラザ 

甲斐市玉川１８１番地 

株式会社フィッツ 

令和４年４月１日

から令和９年３月

３１日まで 

                                                                          

                                      

- 85 -



                          甲府市告示第７０９号  

 

次の介護保険被保険者証は、回収できないため、甲府市介護保険条例施行規則

（平成１２年３月規則第２１号）第１２条の規定により無効である旨を告示する。 

 

令和３年１２月２７日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名    介護保険被保険者証 

２ 被保険者番号及び住所並びに氏名     別紙のとおり 
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甲府市告示第７１０号 

 

 甲府市コミュニティバス車両広告募集を次のとおり行います。 

 

令和３年１２月２７日 

                  

甲府市長 樋 口  雄 一 

 

１ 広告媒体の名称 

 （１） 宮本・能泉地区買物・通院等送迎用コミュニティバス車両広告 

 （２） 上九一色・中道地区コミュニティバス車両広告 

２ 広告掲載期間 

  令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで 

３ 募集期間 

  令和４年２月１日から令和４年２月１８日まで 

４ 広告掲載条件 

  （甲府市ホームページ掲載の「甲府市広告掲載要綱」、「甲府市広告掲載基準」、

「甲府市コミュニティバス車両広告募集要項」、「甲府市コミュニティバス車両広

告掲載要領」参照） 

５ 申込方法及び提出先 

 （甲府市ホームページ掲載の「甲府市コミュニティバス車両広告募集要項」参照）  

６ 決定方法及び決定後の手続き 

 （甲府市ホームページ掲載の「甲府市コミュニティバス車両広告募集要項」参照）  

７ お問い合わせ先 

甲府市まちづくり部リニア交通室交通政策課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所 本庁舎６階 

電話：０５５－２３７－５１０９  

e-mail：koutuss@city.kofu.lg.jp 
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                          甲府市告示第７１１号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

 

  令和３年１２月２８日 

                  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市和戸町字外森９９番９から９９番１１まで、１０３番２から 

１０３番１４まで、１０６番１、１０６番３から１０６番８まで、 

１０８番１、１０８番５から１０８番８まで、並びに字琵琶田１０９番１、 

１０９番３から１０９番６まで及び１１０番１から１１０番９まで 

   以上４２筆及び水 

２ 公共施設の種類、位置 

公共施設の種類 道路、水路、広場、ごみ集積所及び下水道 

位 置 及 び 区 域 別添図のとおり 

  （開発登録簿及び土地利用計画図は甲府市まちづくり部まち開発室都市計画課 

に備え置いて縦覧に供する。） 

３ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲斐市竜王２１１８番地 

   有限会社ニレ不動産 

   取締役 長 田 正 行 
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甲府市告示第７１２号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する。  

 

  令和３年１２月２８日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市朝気二丁目１０６８番１及び１０６８番３から１０６８番６まで 

   以上５筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   大阪府大阪市北区大淀中一丁目１番８８号 

   積水ハウス株式会社 

   代表取締役 仲 井 嘉 浩 
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甲府市告示第７１３号  

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号）第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者として次の者

を指定したので、同法第５１条第１号の規定により公示する。 

 

令和３年１２月２８日 

                  

甲府市長  樋 口 雄 一 

 

１ 事業者名     株式会社フロンティアの介護 

２ 事業者の所在地  愛知県名古屋市東区泉一丁目１９番８号  

３ 事業所名     ヘルパーステーション フロンティアの介護 

４ 事業所の所在地  甲府市小瀬町７７７番地１ 

５ 事業の種類    居宅介護、重度訪問介護 

６ 主たる対象者   特定なし 

７ 指定事業所番号  １９１０１０３１１６ 

８ 指定年月日    令和４年１月１日 
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甲府市告示第７１４号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する。  

 

  令和３年１２月２８日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市川田町字正里５９６番２ 

   以上１筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   笛吹市石和町松本１番地６ 

   柿 木  聡 
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教育委員会          
 

甲府市学校給食費徴収規則をここに公布する。 

 令和３年１２月３日 

 

 

                 甲府市教育委員会 

                 教育長 數野 保秋 

 

 

甲府市教育委員会規則第６号 

   甲府市学校給食費徴収規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、学校（甲府市市立学校設置条例（昭和３９年４月条例第２４

号）に定める小学校及び中学校をいう。以下同じ。）において実施する給食（以

下「学校給食」という。）に係る学校給食費（学校給食に要する経費のうち、学

校給食法（昭和２９年法律第１６０号）第１１条第１項に規定する経費その他市

が負担する経費以外の経費をいう。以下同じ。）の徴収等に関し必要な事項を定

めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規則で使用する用語は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）で使

用する用語の例による。 

（学校給食の申込み） 

第３条 学校給食を受けようとする学齢児童又は学齢生徒（以下「児童等」とい    

う。）の保護者及び児童等を除く学校給食を受けようとする者（以下これらを

「納付義務者」という。）は、甲府市学校給食申込書及び学校給食費等口座振替

依頼書兼解約・変更届（第１号様式）により市に対して申込みをしなければなら

ない。 

２ 前項の規定による申込みは、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める
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機関等を経由して行うものとする。 

 ⑴ 納付義務者が口座振替による納付を希望する場合 指定金融機関等（市の指

定金融機関及び収納代理金融機関をいう。） 

 ⑵ ⑴以外の場合 納付義務者の児童等が在学し、又は入学を予定している学校 

３ 前２項の規定は、学校給食の申込みを変更し、又は取り消そうとする場合につ

いて準用する。 

（学校給食費の徴収対象者） 

第４条 市は、納付義務者から学校給食費を徴収する。 

（学校給食費の額） 

第５条 学校給食費の日額は、別表のとおりとする。 

 （納付義務者への通知） 

第６条 市は、別表に規定する日額に、その年度において学校給食を実施する日数 

 を乗じて得た額（以下「納付年額」という。）を決定したときは、速やかに学校

給食費納付額通知書（第２号様式）により納付義務者に通知する。 

２ 市は、納付年額が変更になった場合は変更通知書（第３号様式）により納付義

務者に通知する。 

（学校給食費の納付等） 

第７条 納付義務者は、納付年額を５で除した額を口座振替又は納付書（甲府市財 

 務規則（昭和６２年１月規則第１号）第４６条で定める納付書をいう。以下同

じ。）により納付期限までに納付しなければならない。 

２ 前項の納付期限は、６月、８月、１０月、１２月及び翌年の２月（以下「徴収

する月」という。）の末日とする。ただし、市が特に必要と認めるときは、別に

納付期限を定めることができる。 

３ 市は、口座振替により学校給食費を納付する場合において、口座振替による納 

付がなされなかった場合は、学校給食費口座振替不能通知書（第４号様式）及び

納付書を送付する。 

４ 市は、納付年額の変更等により学校給食費の過納等が生じた場合は、還付通知

書（第５号様式）により通知するものとする。ただし、その還付を受けるべき者

に未納の学校給食費があるときは、その還付に代えて、当該過納等をその未納の

学校給食費に充当することができる。 
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（一括納付の取扱い） 

第８条 市は、納付義務者があらかじめ希望したときは、納付年額を一括して口座 

振替をすること（以下「全納」という。）ができる。 

２ 前項の規定による口座振替は、当該年度の６月末日に行うものとする。 

（学校給食費の減額等） 

第９条 学校給食を受ける児童等又は児童等を除く学校給食を受ける者が次の各号

のいずれかに該当するときは、納付年額から、別表に規定する金額に学校給食を

受けなかった日数を乗じて得た額を減額する。 

⑴ 入院等の理由で連続して５食以上の期間、学校給食を受けないことを希望す

る場合において、申出をして学校給食の停止を受けたとき。 

⑵  年度の途中において、学校給食を受けようとする児童等又は児童等を除く学 

 校給食を受けようとする者として就学又は就業しなくなったとき。 

⑶ その他市が必要と認めたとき。 

２ 食物アレルギーへの対応を開始して、学校給食の献立の一部を中止する場合の

学校給食費の額は、別表の範囲内で甲府市教育委員会が別に定める。 

 （学校給食の停止等） 

第１０条 納付義務者は、前条第１項第１号及び第２号の規定により学校給食の実

施の停止又は再開を希望するときは、停止又は再開を希望する日から５日前（当

該期間の算定については、甲府市の休日を定める条例（平成元年３月条例第１３

号）に規定する休日を除く）までに学校に申し出なければならない。ただし、市

が特に必要と認めた場合は、この限りではない。 

２ 学校は、前項の申出を受けた場合は、速やかに実施計画書（変更届）（第６号

様式）により市に届け出なければならない。ただし、前条第１項第３号の規定に

より市が必要と認めた場合において、緊急に学校給食の実施を停止又は再開をす

る必要があるときは、この限りでない。 

 （食物アレルギーへの対応） 

第１１条 第９条第２項の食物アレルギーへの対応の開始及び解除に関する事項に

ついては、甲府市教育委員会が別に定める。 

 （学校給食費に相当する経費の徴収） 

第１２条 市は、第３条の申込みがない場合において、必要に応じて学校給食を提 
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供することができる。この場合において、市は、学校給食を受けた者又はその保

護者から学校給食費に相当する経費を徴収する。 

２ 前項の学校給食費に相当する経費は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号

に定める別表の額とする。 

 ⑴ 小学校に準じた学校給食を提供したとき 小学校 

 ⑵ 中学校に準じた学校給食を提供したとき 中学校 

３ 第１項の学校給食費に相当する経費の徴収は、納入通知書（甲府市財務規則第

４６条で定める納入通知書をいう。）により行うものとする。 

 （支払の促し） 

第１３条 市は、第７条第２項で定める納付期限までに学校給食費を納付しなかっ

た納付義務者に対し、地方自治法等の例により支払を促すものとする。 

 （委任） 

第１４条 この規則に定めるもののほか学校給食費の徴収等に関し必要な事項は、 

市が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ 第３条の規定による学校給食の申込みの手続その他学校給食費の納入のために 

必要な準備行為は、この規則の施行の日前においても行うことができる。 

別表 

区分 日額 

小学校 ２６５円 

中学校  ３３０円 
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（第１号様式）

　申込日

私は下記対象児童・生徒（教職員等）が甲府市立学校に在学（在勤）する期間中学校給食を申し込みます。

小学校　・　中学校

年 組 番

学校給食費等を　　　　　　　　年　　　　月から私が指定する預貯金口座から口座振替の方法により納めたい(解約・変更したい)ので、約定を

承諾のうえ依頼します。

※ゆうちょ銀行をご指定の場合は自動払込み規定が適用されます。

　〔 自宅 ・ 携帯 〕

（ ）

下記の事項について 同意します 同意しません

〈自動払込利用申込書〉
区分

　　1.新規　　　　　　　2.解約届　　　　　　　3.変更届
（いずれかの番号に○印を付けてください。2,3はゆうちょ銀行を除く）

自動払込開始年月 　　年　　月

学 校 名
( 所 在 地 )

給食費の振替方法について全納（給食費の6月振替時に1年分振替）を希望します。

金 融 機 関 等 ゆうちょ銀行 払込先口座番号 00230-9-960359

生年月日

30・学校給食費
支店（所）

《甲府市学校給食申込書及び学校給食費等口座振替依頼書 兼 解約・変更届》
金 融 機 関 用

児
童
生
徒
教
職
員
等

住 所 〒 －

新

令和 　　年 　　 月 　　 日

※学校名はクラス等が決まっていない場合は学年までで結構です。
　また、新小学一年生は新に〇をつけてください

氏 名 ３昭和
４平成
５令和　　　　年　　　月　　　日生

現在学校に登録されている口座情報との変更

(事業所名) 有　　・　　無

フ リ ガ ナ

166（新規）

種 別 １.普 通(総合口座)　　　　２.当 座

金融機関コード
店コード

金 融 機 関 コ ー ド 店 コ ー ド

金 融 機 関 名
本店（所）

払込先加入者名 甲府市会計管理者 契約種別コード

銀　 行 ・ 金　 庫
信用組合 ・ 農協

金融機関コード 9900 種目コード

－
電話番号

出 張 所 通　帳　記　号
（6桁目がある場合は「の」欄に記入してください）

通　　帳　　番　　号
（右詰めで記入してください）

の

※金融機関にお届けのとおり記入してください。

口
座
振
替
依
頼
者 口座名義人住所

〒

お届け出印

必ず押印

毎月末日（4月を除く）
※金融機関休業日の
場合は、翌営業日

申込内容（いずれかの番号に○印を付けてください） 1.給食費及び学納金　2.給食費　3.学納金　4.給食申込のみ

ゆ
う
ち
ょ
銀
行
を
除
く

（ 受 付 店 日 附 印 ）

　私は、 万一、学校給食費等を滞納した場合、 児童手当法第２１条第１項又は第２項の規定に基づき、市長から支給を受け
る児童手当等の額から、学校給食費等について、当該児童手当等の支払期日をもって支払に充てることを申し出ます。
　なお、申出の撤回を行わない限りにおいて、本申出に基づき、児童手当等の支払に充てるものとします。

口 座 番 号

【約定】 金 融 機 関 受 付 印

口 座 名 義 人

払込日フ リ ガ ナ

児童手当受給者

　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　児童・生徒名

 住所

 【承諾事項】
・学校給食費等を滞納した場合、甲府市が私（学校給食費等納入義務者）及び同一生計世帯員の住民基本台帳記載事項や市民税課税状況
等、学校給食費等の債権管理に必要な範囲において情報を調査し使用することに承諾します。
・学校給食費等を滞納した場合、滞納額や滞納理由、世帯状況等を把握するために、甲府市と学校が互いに知り得ている情報を共有する
ことに承諾します。
・学校が現在管理している口座情報がある場合は、情報の共有をすることに同意します。

児童手当等に係る学校給食費等の徴収等に関する申出書

甲 府 市 長 殿

・私が納めるべき学校給食費等の納付書が甲府市から貴金融機関に送付されたときは、私に通知することなく納付書に記載された金額を指

定の預貯金口座から引き落として納めてください。

・預貯金口座からの引き落としにあたっては、当座勘定・普通預金の規定等にかかわらず、小切手の振出または通帳及び預貯金払戻請求書

等の提出はいたしません。

・口座振替日は甲府市が指定する日とします。

・口座振替日に指定した預貯金口座の残高が納付書に記載された金額に満たないときは、私に通知することなく当該納付書を返却されても

異議ありません。

・口座振替契約の有効期限は、変更・解約の届出がない限り有効とします。ただし、支払義務が消滅したものは解除されてもさしつかえあ

りません。

・この契約は、貴金融機関が必要と認めた場合または預貯金口座の残高不足等の理由により振替不能が連続した場合には解約されても異議

ありません。

・領収書は、預貯金通帳への記帳により省略してさしつかえありません。

・支払後の学校給食費等について、過誤納金が生じた場合は、当該預貯金口座に振り込んでください。
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（第２号様式） 

                          年  月  日 

 

            様 

 

                 甲府市長 

 

学校給食費納付額通知書 

 

平素より学校給食事業にご理解ご協力賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、  年度学校給食費の納付額及び口座振替日又は納付期限が次のとお

り決定しました。 

つきましては、口座振替による納付の児童・生徒の保護者さまには、振替日の

残高不足にご注意いただくとともに、口座振替以外の児童・生徒の保護者さまに

は、後日納付書を送付いたしますので納付期限までの納付をお願いいたします。 

 口座振替につきましては、納付月の前月の 20日までに申請手続きがなされな

い場合は、納付書による納付となります。 

なお、内容にご不明な点等がありましたら、恐れ入りますが問い合わせ先まで

ご連絡ください。 

 

納 付 月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 

納付額（円）       

口座振替日 

又 は

納 付 期 限 

      

 

納 付 月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

納付額（円）       

口座振替日 

又 は

納 付 期 限 

      

 

 

お問い合わせ先            

納付額合計（円）  
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お問い合わせ先 

（第３号様式） 

年  月  日 

         様 

甲府市長 

 

変更通知書 

 

平素は、学校給食事業に御協力を賜り御礼申し上げます。 

さて、    年度学校給食費が次のとおり変更となりましたので通知いたします。ご不

明な点がございましたら、お問い合わせください。 

 

年度      年度 学校             学校 

学年      年 氏名  

変更理由  

〇給食費 

月 振替日 

（納付期限） 

変更前 変更後 

振替金額 児童手当充当 振替金額 児童手当充当 

４月        円       円       円      円 

５月        円       円       円      円 

６月        円       円       円      円 

７月        円       円       円      円 

８月        円       円       円      円 

９月        円       円       円      円 

１０月        円       円       円      円 

１１月        円       円       円      円 

１２月        円       円       円      円 

１月        円       円       円      円 

２月        円       円       円      円 

３月        円       円       円      円 

合計       円       円       円      円 

              円               円 

〇給食口座 

金融機関名  支店名  

預金種別  口座番号  

口座名義人    

〇児童手当充当 

受給者氏名  
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（第４号様式） 

                          年  月  日 

 

       様 

甲府市長 

 

学校給食費口座振替不能通知書 

 

平素は、学校給食事業にご理解ご協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

さて、学校給食費について、指定された預金口座から振替納付されませんでし

たので、別添の納付書により早急に納付してください。ご不明な点がございまし

たら、お問い合わせください。 

 

◎対象者氏名 

学校名  学年  

児童・生徒氏名  備考  

 

 

◎金融機関名 

金融機関名  支店名  

預金種別  口座番号  

口座名義人  

 

 

 

 

 

 

 

 

お問い合わせ先       
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(第５号様式) 

                         年  月  日 

          様 

 

甲府市長 

 

還付通知書 

 

学校給食費の還付について、次のとおり通知いたします。ご不明な点がござい

ましたら、お問い合わせください。 

 

対象者氏名  

科   目  

通知書番号  

学   校 

学   年 

ク ラ ス 

 

 

調定年月 領収日 調定金額 収入金額 還付金額 

     

     

     

     

     

     

 

還付方法  

還付年月日  

口座情報 金融機関名 

口座種別 

口座番号 

口座名義人 

 

 

お問い合わせ先       
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年 月　　日
（あて先）

甲府市立 学校

校　長　　　　　

実施計画書（変更届）
実施回数

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

学年等 行事名

学年等 児童・生徒名

学年等 児童・生徒名

学年等 児童・生徒名

（実施食数＝当初対象人員+計1+計2+計3+計4）

転
入

実施食数

計２

計３

計４

転
出

入
院
等

（第６号様式）

計１

区
分

実施日
曜日

対象人員

行
事
等
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                       甲府市教育委員会告示第９号  

 

甲府市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年６

月条例第１６号）第４条の規定に基づき、公の施設に係る指定管理者を指定したの  

で、同条例第１１条の規定により告示する。  

 

  令和３年１２月１５日 

                  

甲府市教育委員会 

                 教育長 數 野 保 秋 

 

施設の名称  団体の所在地及び名称 指定の期間 

甲府市総合市民

会館 

甲府市湯田二丁目１３番１号  

UTY・ALPS・甲府ビルサービス共同事業

体 

令和４年４月１日

から令和９年３月

３１日まで 
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甲府市教育委員会告示第１０号 

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の  

１件の一般競争入札を執行する。  

 

令和３年１２月２２日 

                  

甲府市教育委員会 

教育長 數 野 保 秋 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号      （教委）第４号 

（２）業務名称      甲府市緑が丘スポーツ公園野球場ヒマラヤスギ剪定業  

務委託 

（３）履行期間      契約締結日から令和４年３月３１日まで 

（４）履行場所      仕様書による 

（５）業務内容      仕様書による 

（６）予定価格      公表しない 

（７）最低制限価格    設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件

をすべて満たす者 

（１）甲府市内に本店又は本社を有する者であること。 

（２）甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定において、第１希望の業種

が「種苗・造園」で登録されている者であること。  

（３）事業協同組合とその組合員は、同時に入札に参加することはできない。な  

お、事業協同組合が入札に参加する場合は、組合員を所属しているものとして

参加することができる。 

（４）協会とその協会員は、同時に入札に参加することはできない。なお、協会が 

入札に参加する場合は、協会員を所属しているものとして参加することができ

る。 

（５）事業協同組合と協会は、組織内に重複する者があるときは、同時に入札に参 

  加することはできない。 

（６）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

していない者であること。 

（７）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。 

（８）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要

綱」及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく指

名停止を受けている日が含まれている者でないこと。  
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（９）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 

（10）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が

なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けたものを除く。）でないこと。 

（11）市税の滞納がない者であること。  

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  

（１）配付期間 令和３年１２月２３日（木）～令和４年１月７日（金） 

（この期間内の２５日（土）、２６日（日）及び２９日（水）～  

３日（月）を除く。） 

午前９時～午後５時 

（２）配付場所 甲府市教育委員会総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎９階 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情報を入

手する場合は、この限りでない。 

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和３年１２月２３日（木）～令和４年１月７日（金） 

（この期間内の２５日（土）、２６日（日）及び２９日（水）～  

３日（月）を除く。） 

午前９時～午後５時 

イ 場所 甲府市教育委員会総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎９階 

電話 ０５５－２２３－７３２０ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和４年１月２６日（水） 午前９時３０分 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎６階 大会議室 

       甲府市丸の内一丁目１８番１号  

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／ 

１００に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消

費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の

１００／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。  

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とす  

る。 
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なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。  

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  

８ その他 

（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金（契約金額の１０／１００）：納付  

   ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に

国（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする

契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約

を履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。  

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。  

（５）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。 
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選挙管理委員会 
 

甲府市選挙管理委員会告示第２１号 

 

地方自治法第７４条第１項及び第７５条第１項並びに市町村合併の特例に関する  

法律第４条第１項及び第５条第１項に規定する選挙権を有する者の総数の１／５０ 

の数並びに地方自治法第７６条第１項、第８０条第１項、第８１条第１項及び第  

８６条第１項並びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律第８条第１項に規定 

する選挙権を有する者の総数の１／３の数並びに市町村合併の特例に関する法律第

４条第１１項及び第５条第１５項の規定する選挙権を有する者の総数の１／６の数

は、次のとおりである。 

 

令和３年１２月１日 

                  

甲府市選挙管理委員会 

委員長 志 村 文 武 

 

１ １／５０の数        ３，１０５人 

２ １／３の数        ５１，７３８人 

３ １／６の数        ２５，８６９人 

４ 選挙人名簿登録者数   １５５，２１２人 
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農業委員会 
 

甲府市農業委員会告示第１２号 

 

 農業委員会等に関する法律第２７条第１項の規定に基づき甲府市農業委員会１２

月定例総会を、令和３年１２月２７日午後２時００分、甲府市南公民館において開

催し、付議すべき事項について協議するので、甲府市農業委員会総会会議規則第２

条の規定により公告する。 

 

  令和３年１２月２１日 

                  

甲府市農業委員会会長 西 名 武 洋 

 

付議すべき事項 

１ 農地法に基づく申請・届出等について 

２ 令和４年１月告示分農用地利用集積計画について 
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上下水道局 
 

甲府市上下水道局管理規程第１１号 

甲府市上下水道局庁用自動車等管理規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

令和３年１２月２２日 

 

 

             甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

             甲府市上下水道局業務部長 上田 和正 

 

 

   甲府市上下水道局庁用自動車等管理規程の一部を改正する規程 

甲府市上下水道局庁用自動車等管理規程（昭和４６年１１月管理規程第３号）の一

部を次のように改正する。 

  第１４条の３に後段として次のように加える。 

この場合において、同条第３項中「同項第３号」とあるのは、「同項第２号の規

定は、当該職員が所属する部等の長において安全運転管理上支障がないと認めると

き、同項第３号」と読み替えるものとする。 

   附 則 

 この規程は、公布の日から施行する。 
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甲府市上下水道局告示第１０３号  

 

 甲府市水道事業給水条例（平成９年１２月条例第６７号）第７条にかかわる指定

給水装置工事事業者の指定をしたので、甲府市上下水道局指定給水装置工事事業者

規程（平成１０年２月管理規程第２号）第１０条第１号の規定により告示する。 

 

  令和３年１２月２０日 

                  

                 甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 上 田 和 正 

 

指 定 番 号   第４５７号 

指定業者名   小川設備工業所 

所 在 地   山梨県南巨摩郡富士川町長澤３２３ 

代 表 者   小川 仁士 
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甲府市上下水道局告示第１０４号  

 

 甲府市水道事業給水条例（平成９年１２月条例第６７号）第７条にかかわる指定

給水装置工事事業者から給水装置工事の事業の休止届出があったので、甲府市上下

水道局指定給水装置工事事業者規程（平成１０年２月管理規程第２号）第１０条第

２号の規定により告示する。 

 

  令和３年１２月２８日 

                  

                 甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 上 田 和 正 

                  

指 定 番 号  第４０２号 

指定業者名  エコア㈱山梨事業所 

所 在 地  甲府市大里町２０６２ 

代 表 者  杉岡 洋平 
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任免辞令 
 

（市長事務部局） 

企画財務部 収納管理室 収納課 主事 土屋 祐貴 

退職を承認する 

以  上  発 令 日  令和 ３年１２月２０日 

 

福祉保健部 保険経営室 健康保険課 主事 山田 歩実 

子ども未来部 子ども未来総室 子ども保育課 主事 上原 綾夏 

（各通） 

退職を承認する 

以  上  発 令 日  令和 ３年１２月３１日 
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